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４．技術評価の内容 

４．１ 設計・建設規格 2020 

４．１．● クラス 1支持構造物の極限解析による評価 

本規格はクラス 1 支持構造物の極限解析による評価について、「SSB-3140 極限解析によ

る評価」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① クラス 1支持構造物に極限解析による評価を追加した。 

 

表 4.1.● クラス 1支持構造物の極限解析による評価に関する規定内容の変更点 

設計・建設規格 2020 設計・建設規格 2012 

 （なし） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 支持構造物の設計手法の選択肢を増やして設計者の便宜を図るために、「極限解析手

法」の規定を導入した。クラス１容器（PVB-3160）と炉心支持構造物（CSS-3160）で「極

限解析手法」が以前より規定されているが、これらの規定を参考にしながら、支持構造

物特有の許容値体系を用いて「クラス１支持構造物」に「極限解析手法」の規定を追加

した1。 

 

（３）検討の結果 

① 極限解析とは、完全弾塑性材料でできた構造物，構造部材の塑性崩壊荷重を求める手

法である。物体の変形が微小で外形変化が無視できるとすると，塑性崩壊荷重は荷重の

負荷履歴とは無関係に一義的に定まるので，極限解析では完全剛塑性体と仮定して解

析し崩壊荷重を求める．与えられた外力境界条件と変形速度境界条件に基づく上下界

定理が導かれており，許容応力場と許容速度場のいずれかに対し，それに適合する他の

一方が見いだされれば上界と下界は一致し，正解を与える2． 

設計・建設規格においては、極限解析は、クラス 1容器及び炉心支持構造物に規定が

 
1 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-2 
2 日本機械学会 機械工学事典電子版 
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あり、延性破断に至る塑性変形が生じないことに対する評価に用いることができる3。 

クラス１支持構造物の許容応力の考え方は、 ASME B&PV Code Section III に日本

建築学会の「鋼構造設計規準」を取り入れたとされている。また、クラス１支持構造物

の極限解析手法の規定は、クラス１容器及び炉心支持構造物を参考に規定したとのこ

とである4。しかし、クラス１容器及び炉心支持構造物には「鋼構造設計規準」は取り

入れられていない。クラス１支持構造物の極限解析手法の規定をクラス１容器及び炉

心支持構造物の規定との差異を踏まえたクラス１支持構造物の極限解析手法の規定の

技術的妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している5。 

極限解析による評価では 、降伏点を弾性の上限とした弾完全塑性体の応力ひず

み曲線を仮定して極限解析を行い、荷重と変位の関係から崩壊荷重の下限値、 具

体的には荷重とそれによる変位量の関係直線又は関係曲線と荷重軸に対し弾性範

囲の関係直線の勾配の 2 倍の勾配を有する直線が交わる点に対応する荷重 Pcr ）

を求め、それを基に定めた許容限界荷重を実際に適用される荷重（Pc）が超えない

ことを評価します。ASME B&PV Code Section III Subsection NF においても支持

構造物に対する極限解析適用の規定がありますが、設計・建設規格の支持構造物に

対する規定は、設計・建設規格のクラス 1 容器及び炉心支持構造物の規定を参考

に新たに定めたものです。鋼構造許容応力度設計規準には極限解析の規定はあり

ませんが、許容応力設計と同様に同規準を参考に降伏点の基準として F 値を取り

入れ、各供用状態での許容限界荷重の安全係数を許容応力設計と合わせました。鋼

構造設計規準より名称が変更）構造物の崩壊荷重の下限値を求める解析の手法に

ついては、クラス１容器及び炉心支持構造物の規定と同じ手法を用います。 

支持構造物では、「鋼構造許容応力度設計規準」に従い強度の基本値として F値

を用いており、極限解析に用いる降伏点も F 値をベースとしました。極限解析に

よる評価での各供用状態の許容限界荷重として、崩壊荷重の下限値に乗じる係数

については、許容応力設計の関係と整合させています 。 

設計・建設規格のクラス 1 容器、炉心支持構造物との比較は下表のとおりです。

支持構造物と同じ非耐圧構造の炉心支持構造物と比較すると、強度の基準値（Smと

F）の違いがありますが、供用状態 A 及び B、供用状態 C ではほぼ同等の基準とな

ってます。供用状態 D については炉心支持構造物では Pcr に係数 0.9 が掛かっ

ているが、降伏点の供用状態 C からの割り増しが支持構造物より大きくなってい

ます。 

支持構造物の極限解析による評価の規定は、参照としている基準の違いにより

クラス１容器、炉心支持構造物と相違していますが、各供用状態での Syを超えな

い値を降伏点とした弾塑性解析を行い評価しており、妥当性が認知された手法と

考えます。 

また、ASME Sec. III と鋼構造設計基準を取り入れたとのことであるが、何をどのよ

 
3 技術基準規則解釈「別記－２ 日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」の適用に当たって」 
4 設計・建設規格 2020 年版「（解説 SSB-3010）許容応力」 
5 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-3-1 (1) (b) 
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うに取り入れたのか、その技術的妥当性について、日本機械学会は、次のように説明し

ている6。 

• 設計･建設規格(クラス１支持構造物)では、ASME Sec.IIIの供用状態 A, B, C, 

Dの区分に、鋼構造設計規準の許容応力設計の長期(常時)及び短期(地震、暴風、

積雪)の区分の考え方を取り入れました。一次応力については、供用状態 A及び

Bを長期、供用状態 C 及び Dを短期とし、鋼構造設計基準の考え方に合わせて短

期の一次応力に対する許容応力は長期の 1.5倍としました。 

• ここで基準値 Fは、終局体力を構造物の安全性の基礎とする場合、鋼材の降伏点

のみに基づいて許容応力を定めたのでは高降伏点のものほど安全率が小さくな

ることから、鋼材の降伏点 Syと引張強さの 70%(0.7Su)のうち小さい方の値とし

ました。 

• ただし、供用状態 Dは、ASME Sec.III の考え方に基づき、事故時の衝撃荷重が

主でひずみ速度が大であること及び通常材料の実降伏点は設計値に対し余裕が

あることを考慮し、許容応力におけるSyを1.2Syに読み替えることとしました。 

• 供用状態の考え方から、これらの許容応力の取り扱いは妥当と考えています。 

• 極限解析の規定での降伏点、許容荷重の係数については、許容応力設計の F値、

許容応力に対する係数と同じ値としています。 

• 以下に極限解析と許容応力設計の手法及び基準値・係数の比較を示します。 

 

• 支持構造物の許容応力と極限解析による許容値体系の比較を以下に示します。 

• 許容応力設計の基準値と極限解析での降伏点を整合させています。ここで、供用

 
6 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

2-1 (2)(b) 
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状態 Dにおける F値はその Syを 1.2Syに読み替えるので、極限解析の降伏点と

同等になります。 

• ステンレス鋼については、炭素鋼の Sm は(2/3)Sy、ステンレス鋼は 0.9Syとして

いることに準じて、炭素鋼の F値が Syなので、ステンレス鋼は Sy /(2/3)×0.9 

= 1.35Syとしました。(次葉参照) 

 

日本建築学会の「 鋼構造塑性設計指針」は 設計 ･建設規格に引用された規格ではな

いが、「鋼構造設計規準」と関連する規格であり、極限解析手法が規定されている。ク

ラス１支持構造物の極限解析手法の規定と鋼構造塑性設計指針の極限解析手法の規定

との差異について、日本機械学会は、次のように説明している7。 

鋼構造塑性設計指針も、崩壊機構に基づく崩壊荷重を求める設計法を規定して

いるもので、支持構造物の極限解析よる評価と相反するものではありません。鋼構

造塑性設計指針では骨組み構造の梁モデルのみを対象として詳細な規定をしてお

り、線材形状の支持構造物を評価する際の参考にできると考えます。 

クラス１支持構造物は様々な構造・形状があるが、どのような支持構造物を対象に適

用性を確認したのかについて、日本機械学会は、次のように説明している8。 

極限解析による評価法の適用性は、構造・形状に依存するものではなく、設計・

建設規格の支持構造物の規定に定められた、材料、構造・形状であれば適用できる

と考えています。容器に対する極限解析の規定の解説（解説 PVB 3160) 記述の通

り、簡単な梁状構造物であれば塑性関節法が、板状や複雑な形状の構造物であれば

有限要素法による弾塑性解析を用いることで崩壊荷重の下限の算出が可能と考え

ています。 

しかし、ASME Section III の NF-3340 Limit Analysis for Class 1 には具体的な構

造・形状の例が示され、適用できる範囲が示されている。「極限解析による評価」が構造・

形状に依存するものではないとする技術的根拠について、日本機械学会は、以下の様に説

明している9。 

• 極限解析は、弾完全塑性体を仮定して崩壊荷重を求める構造解析の一つの手法

 
7 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-3-1 (1) (c) 
8 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-3-1 (1) (a) 
9 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料
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です。今回追加した規定では、クラス１容器及び炉心支持構造物と同様に、２倍

勾配法により崩壊荷重を算出する手法として取込んでいます。これは、原理的に

適用性が構造・形状に依存するものではありません。 

• ここで、SSB-3140 極限解析による評価は、SSB-3121 一次応力に対する許容応力

の代替であり、SSB-3200 許容荷重を適用する場合は対象外となります。例えば

SSB-3200 を採用する SSB-3350 のハンガーロッド又はばねを用いる支持構造物

には適用できません。 

• ASME Section III NF-3340で示されているのは、適用できる範囲というよりも

一般的な構造物の例であると考えます。 

• 以下に簡単な梁に対する曲げの例を示します。 

• 弾完全塑性体とした場合、表面が降伏点に達するときのモーメント(My)に対し

て、全断面が降伏し、塑性崩壊するときのモーメント(Mp)は、矩形梁の場合は My

の 1.5倍になります。 

• この係数は形状係数と呼ばれ、設計･建設規格の一次膜＋曲げ応力の許容値に採

用しているもので、極限解析の場合は、構造を限定せず、計算結果として自動的

に考慮されるものです。 

• この梁の崩壊を回転角で整理すると、塑性崩壊モーメント Mpは許容応力ベース

の規定では 1.5Myまで許容されることに対して、2倍勾配法では保守側に評価さ

れます。 

• 現行の許容値体系の中で直接的に弾完全塑性体を用いた弾塑性解析で評価する

手法なので、構造を限定せず、一般的な方法として採用可能と考えます。 

 

「極限解析による評価」が構造・形状に依存するものではないとする技術的根拠につ

いて、日本機械学会は、次のように説明している。 

 

○ 「極限解析による評価」が構造・形状に依存するものではないとする技術的

根拠を説明してください。（参考資料３－１ ２．（２）（ａ）） 

 

【追而】 

クラス１支持構造物には様々な形状の溶接部が想定されるが、溶接規格にはクラス

１支持構造物の規定はない。これらの溶接部位に対する極限解析手法の規定への制限

の要否及びその技術的妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している10。 

ASME B&PV Code Sec III NF に規定されているように支持構造物には様々な形

 
10 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-3-1 (1) (d) 
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状の溶接部が存在します。耐圧バウンダリとならない支持構造物の溶接部は溶接

規格に規定されていませんが、SSB-3340 において、溶接部を含む接合部に対して

「荷重を十分に伝える」 ことが規定されています。また SSB 3121.1(1)において

溶接規格 N-1100 の規定に準じて試験を行わなかった溶接については許容値を 

0.45 倍にするよう規定されています 。 極限解析による評価の荷重に対してもこ

れらの規定を満足する必要があり、全塑性に達する接合部ではその応力を伝える

よう設計され、接合部ではなく母材側で塑性変形が進行することになります。 

 

○ 溶接規格には、クラス１支持構造物に対する要求事項が規定されていません。

クラス１支持構造物の溶接を行う場合、溶接規格によるのか、よる場合、ど

の規定か説明して下さい。（参考資料３－１ ２．（２）（ｅ）） 

 

ASME Section III の NF（支持構造物）は、突合溶接継手、部分溶け込溶接継手、隅

肉溶接継手それぞれに対して溶接の設計条件を規定している。鋼構造設計規準（JASS6

も含む）には極限荷重法は規定されていないが、突合溶接継手、部分溶け込溶接継手及

び隅肉溶接継手それぞれに対して溶接の設計条件を規定している。設計・建設規格の支

持構造物の規定には溶接の設計条件が規定されておらず、「SSB-3340 接合」規定にお

いて、「接合部は、接合される部材の荷重を十分に伝えるものでなければならない。」さ

れている。溶接部の継手形状としてどのような形状を想定しているのか、継手形状毎の

溶接設計はどのように行うのかについて、日本機械学会は、次のように説明している。 

 

○ 溶接部の継手形状としてどのような形状を想定しているのか、継手形状毎の

溶接設計はどのように行うのか説明して下さい。（参考資料３－１ ２．（２）

（ｄ）） 

 

クラス１支持構造物に極限解析手法を適用する場合と適用しない場合の耐震モデル

の作成から地震荷重の算出までの差異について、日本機械学会は、次のように説明して

いる11。 

現行の JEAC4601 に基づく耐震解析では、支持構造物は、線形のバネ要素でモデ

ル化されます。この解析により求められた支持反力が、支持構造物へ負荷される地

震荷重となります。2 倍勾配法算出した崩壊荷重の下限値はほぼ降伏荷重相当で

あるため、 極限解析を適用する場合と適用しない場合でこの方法に違いはありま

せん。 

日本機械学会によれば、2 倍勾配法で算出した崩壊荷重の下限値は、ほぼ降伏荷重相

当であるため、極限解析を適用する場合と適用しない場合でこの方法（耐震解析の方法）

に違いはないとのことである。これはいずれの場合でも「極限解析を用いた場合でも弾

性限度に収まる」ということか、よい場合、弾性限度に収まるという根拠について、日

 
11 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-3-1 (1) (e) 
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本機械学会は、次のように説明している12。 

• 荷重の算定と許容値の設定が独立しており、それぞれを保守的に設定していま

す。次葉以降に具体的に説明します。 

• 多数の機器や部材を含んだシステムを対象とする耐震解析では弾性特性を仮定

し、一部の応力が降伏応力を越えたとしても解析の中で塑性変形を考慮するこ

とはしません。 

• 一方、極限解析は個別の部材に対して部材が耐えられる実荷重を加工硬化を無

視し、保守的に評価する手法です。 

• 現行の許容応力の範囲内では、実際のシステムの一部の部材で塑性変形が生じ

ても、若干変形は大きくなるものの、応力及び荷重は弾性と仮定した場合より下

がる方向であり、実際に部材が受ける荷重や応力は耐震解析で求めたものより

も小さくなると考えられます。 

• 以上より、弾性解析による耐震解析で得られた応力あるいは荷重を用いて塑性

崩壊に対する健全性を評価することは保守的であると考えられます。 

• 極限解析により得られる許容荷重は、現行の許容応力が発生した場合に生じる

荷重と等価であり、上記の弾性解析に基づく耐震解析での評価体系に影響を与

えるものではありません。 

 

 

弾性解析による耐震解析で得られた応力あるいは荷重を用いて塑性崩壊に対する健

全性を評価することが、どのような点で「保守的である」のかについて、日本機械学会

は、次のように説明している。 

 

 
12 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

2-1 (2)(d) 
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○ 弾性解析による耐震解析で得られた応力あるいは荷重を用いて塑性崩壊に

対する健全性を評価することが、どのような点で「保守的である」のか説明

してください。（参考資料３－１ ２．（２）（Ｃ）） 

 

【追而】 

 

クラス１容器、炉心支持構造物の供用状態 A,B,Cの制限値 Pcrは、材料の降伏点を最

高使用温度における 1.5Sm の弾完全塑性体として極限解析により求めた崩壊荷重の下

限とされているが、クラス 1支持構造物の制限値 Pcrは、材料の降伏点を最高使用温度

における SSB-3121.1(1)に示す F 値の弾完全塑性体として極限解析により求めた崩壊

荷重の下限とされている。クラス１支持構造物の制限値 Pcrをどのように定めたのか、

及びその技術的妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している13。 

• 支持構造物の許容応力設計では、F 値を降伏点相当の値として採用しています。

クラス１容器及び炉心支持構造物は、Sm は(2/3)Sy と(1/3)Su の小さい方なの

で、1.5Smが降伏点相当になることから、降伏点相当して 1.5Sm を採用していま

す。したがって、考え方はクラス 1容器、炉心支持構造物と同じです。 

• 代表的な材料について各機器での降伏点の比較を示します。上記の通り、許容応

力の考え方は同等としており、整理した結果も各機器で概ね同等となっていま

す（供用状態 Dでは支持構造物の方が低め）。 

 

 

 
13 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

2-1 (2)(c) 1) 
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また、クラス１容器、炉心支持構造物の供用状態 Dの制限値 Pcrは、材料の降伏点を

MIN[2.3Sm,0.7Su]の弾完全塑性体として極限解析によって求めた崩壊荷重の下限とさ

れているが、クラス 1支持構造物の制限値 Pcrは、材料の降伏点を MIN [1.2F、0.7Su]

の弾完全塑性体として極限解析により求めた崩壊荷重の下限とされている。クラス１

支持構造物の制限値 Pcrをどのように定めたのか、及びその技術的妥当性について、日

本機械学会は、次のように説明している14。 

• 許容応力設計法での供用状態 D の F 値を、極限解析での供用状態 D の降伏点と

しています。許容応力設計法と極限解析で表記は異なりますが、(2)(b)及び

(2)(c)1)の回答に示した通り、両者で同等の評価結果になります。 

• 1.2F 自体は 2.3Smよりもかなり小さく、容器の場合に比較して大きな保守性を

持つ値になっています。 

クラス１容器、炉心支持構造物の供用状態 Dにおける荷重 Pcは、0.9Pcr以下とされ

ていますが、クラス１支持構造物の荷重 Pcは Pcr以下とされており、クラス１容器、

炉心支持構造物より高くなっている。供用状態 Dにおける荷重 Pcをどのようにして決

めたのかについて、日本機械学会は、次のように説明している15。 

• クラス１支持構造物では、許容荷重の算出で Pcrに乗じる係数は、許容応力設計

で許容応力に乗じる係数と同じ(つまり 1.0)にしました。 

• クラス１容器、炉心支持構造物では、供用状態 Dでの降伏点が支持構造物より大

きく設定されています。最終的な許容荷重に比例する(降伏点×係数)の値を代

表的な材料について次葉に示します。 

 
14 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

2-1 (2)(c) 2) 
15 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料
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• 機器毎で規定に違いがありますが、支持構造物に対する値は同等または小さめ

になっています。 

 

  クラス１支持構造物の供用状態 Dの制限値は、例えば SUS304の場合、クラス 1容

器や炉心支持構造と比べて 60～50MPa 低い値となっている。安全側に設定されてい

るからよいという説明だが、逆の見方をすると、クラス 1容器と炉心支持構造物の許

容値が高くなっているともいえる。クラス１支持構造物の供用状態 D における制限

値 Pcrの技術的妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している。 

 

○ クラス１支持構造物の供用状態 D における制限値 Pcr の技術的妥当性を示

してください。（参考資料３－１ ２．（２）（ｂ）） 

 

（４）適用に当たっての条件 

① 追而 

 

（５）要望事項 

（追而） 
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４．１．● クラス１支持構造物に対する曲げ座屈評価式の見直し 

本規格はクラス 1支持構造物に対する曲げ座屈評価式について、「SSB-3121.1 供用状態 A

及び Bでの許容応力」の「(4)曲げ応力」に規定している。 

 

（１）変更の内容（「表 4.1.● クラス１支持構造物に対する曲げ座屈評価式の見直しに関

する規定内容の変更点」参照） 

① 支持構造物（クラス１支持構造物）の許容曲げ応力は 2012年版では、1973年版の

鋼構造設計規準の曲げ応力の算定式を用いていたが、同規準で曲げ応力のうち曲げ

座屈に対する許容応力の算定式が変更されたことを反映し、曲げ座屈に対する許容

応力の算定式を変更した。 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 設計・ 建設規格の支持構造物の規定は日本建築学会「鋼構造設計規準」に基づい

ているが同規準 2005年版での改訂において 曲げ応力の内曲げ座屈に対する許容

応力の算定式が見直された。これまで H 型断面のみを対象として誘導された簡略

式が横座屈耐力式を基本とする算定式に見直されたものであり 改訂後の算定式の

妥当性が同規準で確認されていることから 本変更を取込んだ 。 

 

（３）検討の結果 

クラス１支持構造物に対する曲げ座屈評価式は、これまで H 型断面のみを対象とし

て誘導された簡略式が規定されていたが、横座屈耐力式を基本とする算定式に見直さ

れた。 

改訂前の算定式と改訂後の算定式の差異について、日本機械学会は、次のように説明

している16。 

鋼構造許容応力度設計規準の解説に、新旧両算定式と実験値及び解析値との比

較がなされています。それによると、新算定式の方が精度よく、かつ安全率が１を

下回ることなく許容値を算定できることが記載されています。 

曲げ座屈評価における許容応力 F（SSB-3121.1）は、40℃を超えるオーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケル合金以外について、鋼構造設計規準の許容応力を取り込

んでいる。その考え方と技術的根拠につい、特に、座屈式の適用範囲（構造・形状制限、

ステンレス鋼等への適用拡大）、1.35Sy(40度以上)、0.7Su等とした妥当性について、

日本機械学会は、次のように説明している17。 

• 曲げに対する許容応力の見直しに対する質問として回答します。 

• 今回の曲げ応力に対する許容応力の規定の改定は、鋼構造設計規準（現鋼構造許

容応力度設計規準）に従い、本来の横座屈耐力式を基本としたものです。材質に

かかわらず 2軸対称断面に対して一般（中空矩形断面を除く）に適用できます。 

 
16 第 1 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-3-1 (2) 
17 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料
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•許容曲げ応力𝑓𝑏について以下に説明します。 

•座屈モーメントが高い範囲(𝜆𝑏≦ 𝑝𝜆𝑏 ）では、𝑓𝑏は部材形状が決まれば F値に支

配されます。 

 

•座屈モーメントが低い範囲（ 𝑒𝜆𝑏 < 𝜆𝑏 )では、𝑓𝑏は次式となり、展開すると F

値には無関係で、縦弾性係数 Eと部材形状で決定する式になります。 

 

•非線形座屈が起こる中間長さ（ 𝑝𝜆𝑏 < 𝜆𝑏≦ 𝑒𝜆𝑏 )では、両側を滑らかに結ぶ式

としています。 

• ステンレス鋼を座屈モーメントが高い範囲に適用する場合は、F 値で支配される

範囲であり、(2)(b)に記載のステンレス鋼の F 値の設定の考え方及び塑性変形

特性によって支配されることから、F 値を適用することは妥当と考えます。 

• ステンレス鋼を座屈モーメントが低い範囲に適用する場合は、材質の違いによ

る要素は縦弾性係数だけであり、ステンレス鋼の縦弾性係数を使用することで

妥当であると考えます。 

• 中間の非弾性座屈の起こる範囲では、両側を滑らかに結んでいるため、同様に妥

当と考えます。 

• 鋼構造設計規準（2005） 図 5.1.5、図 5.1.6 に示されている通り、安全率（𝜈）

を乗じる前でも、材質の影響が大きいと考えられる実験値を保守側に評価して

おり、材質の影響が小さいと考えられる解析値は安全率（𝜈）を乗じることで保

守側に評価されていることから、鋼構造設計規準の評価式をステンレス鋼に適

用することは妥当と考えます。 

「SSB-3121 供用状態 A及び Bでの許容応力」の「(4)曲げ応力」の a.の式（以下「a

式」という。）は、「圧延形鋼及び溶接組立鋼」を対象としているが、鋼構造設計規準の

式にはこのような制限が設けられていない。適用材質を圧延形鋼及び溶接組立鋼に制

限している理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

 

○ 適用材質を圧延形鋼及び溶接組立鋼に制限している理由を説明してくだ

さい。（参考資料３－１（３）（ｂ）） 

 

一般に、横座屈の起こりやすさは断面形状や拘束条件に依存する。クラス１支持構造
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物と鋼構造設計規準では、対象とする断面形状や拘束条件が異なる可能性がある。設

計・建設規格で対象とする支持構造物の断面形状や拘束条件を想定した場合にも、a式

により保守性を持って評価できるとする技術的根拠について、日本機械学会は、次のよ

うに説明している。 

 

○ 一般に、横座屈の起こりやすさは断面形状や拘束条件に依存します。設計・

建設規格で対象とする支持構造物の断面形状や拘束条件を想定した場合

にも、a 式により保守性を持って評価できるとする技術的根拠を示してく

ださい。（参考資料３－１（３）（ｃ）） 

 

【追而】 

鋼構造設計規準 1973年版では、疲労の繰返し数と応力比から定められる疲れ係数γ

を応力幅振幅の上下限での絶対値が大きいほうの値に乗じた値が長期許容応力以下と

するものとされていた。実際の構造物において許容応力度以下の応力で疲労損傷が生

じた事例や、変動応力に対する疲労の検討ができないことなどの問題点が存在してい

たことから、鋼構造設計規準 2005年版では疲労設計が規定されていると理解している。

設計・建設規格のクラス１支持構造物の規定に疲労に対する規定を盛り込まない理由

について、日本機械学会は、次のように説明している18。 

• 鋼構造設計規準の疲労に規定は、1973 年版、2005年版とも規準に記載の通り、

繰返し回数が 1×104回を超える高サイクル疲労に対するものであり、クレーン

の支持架構や機械の支持部などを対象としています。 

• 実機では共振しないように機器は設置されており、振動による影響は軽微と考

えられます。 

• 支持構造物については、疲労に影響する熱伸び差などで生じる繰り返しの回数

は限定的であることから、高サイクル疲労に対する規定は設けておりません。 

• 一次応力と機器の熱膨張により生じる二次応力の合計の変動に対しては、SSB-

3122 に従って設計することを規定しており、基本的な考え方として、応力の変

動に対して応力の変動範囲を弾性範囲(2Sy)と制限しています。 

ASME規格には、Plate及び Shell Typeの支持構造物には疲労の規定はないが、Linear 

Type Supportに高サイクルの規定をとり入れている。設計・建設規格のクラス１支持

構造物の規定に疲労に対する規定を盛り込んでいない理由として「実機では共振しな

いように機器は設置されており、振動による影響は軽微」とあるが、共振しないように

機器を設置するという要求事項は、設計・建設規格にはない。設計・建設規格のクラス

１支持構造物の規定に疲労に対する規定を盛り込んでいない理由について、日本機械

学会は、次のように説明している。 

 

○ ASME規格 NFの Linear typeの支持構造物には高サイクル疲労の規定があ

 
18 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料
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りますが、設計・建設規格のクラス１支持構造物の規定に疲労に対する規

定を盛り込んでいない理由を説明して下さい。（参考資料３－１（３）（ａ）） 

 

【追而】 

 

（４）適用に当たっての条件 

（追而） 

 

（５）要望事項 

 （追而） 
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４．１．● クラス２，３容器の上位クラス規定の適用 

本規格は、クラス２，３容器に上位クラスの規定を適用する事ができるとの規定を、「PVC-

1200 クラス 2容器の特例」、「PVD-1200 クラス 3容器の特例」に規定している。 

 

（１）変更の内容（「表 4.1. に関する規定内容の変更点」参照） 

① クラス 2容器の規定に、クラス 1容器の全ての規定を適用できるように、クラス 3容

器の規定に、クラス 1容器又はクラス 2容器の全ての規定を適用できるようにした。 

 

表 4.1.● クラス２，３容器の上位クラス規定の適用に関する規定内容の変更点 

設計・建設規格 2020 設計・建設規格 2012 

PVC-1200 クラス２容器の規定の特例 

クラス２容器は、 PVC 1210 または PVC 

1220 の規定に従うことができる 。 

 

PVC-1210 クラス２容器の規定の特例 

クラス２容器は PVC 規定に従う代わりに 

PVB 規定に従ってもよい 。 

 

PVC-1220 クラス２容器の材料および構造

の特例 

PVC-2000 から PVC-2400、PVC-3100 から

PVC-3800 および PVC-4100 までの規定にか

かわらず、クラス２容器の材料および構造

の規格は、PVB-2000 から PVB-2400 および

PVB-3100 から PVB-4100 までの規定に準ず

ることができる 。 

PVC-1200 クラス２容器の材料および構造

の特例 

 

 

 

 

 

 

PVC1-210 クラス２容器の材料および構造

の特例 

PVC-2000 から PVC-2400、PVC-3100 から

PVC-3800 および PVC-4100 までの規定にか

かわらず、クラス２容器の材料および構造

の規格は、PVB-2000 から PVB-2400 および

PVB-3100 から PVB-4100 までの規定に準ず

ることができる 。 

PVD 1200 クラス３容器の規定の特例 

PVD 1210 クラス３容器の規定の特例 

クラス３容器は PVD 規定に従う代わりに 

PVB 規定または PVC 規定に従ってもよい 。 

(新設) 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① ASME規格では、 Sec.III NCA 2134 Optional Use of Code Classes において上位

クラスの規定に従ってもよいとしている。設計・建設規格では、クラス２，３，４配

管ついてはそれぞれの上位クラスの配管の規定に従ってもよいとしているが、クラス

２，３容器には同様の規定はないため、上位クラス容器の規定は適用できない。（ただ

し、クラス２容器では、材料および構造に、クラス１容器の規定を部分的に適用可能

である。）この現状に鑑み、クラス２，３容器について、上位クラスの規定を適用可能

となるよう変更した。 

 

（３）検討の結果 

① クラス 2 容器については、2012 年版において上位クラス規定が適用できる旨の規定

があったが、材料及び構造の規定についてクラス 1容器の規定に従うとされていた。材
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料、機械試験、破壊靱性、非破壊試験及び設計に関して上位の規定によることが規定さ

れているが、溶接部の材料・設計については規定されていない。ASME B PV Code Section 

III 、「鋼構造設計規準」には、溶接部の材料・設計について規定されているが、設計・

建設規格では規定していない理由について、日本機械学会は、次のように説明している
19。 

PVC-1210の規定は ASME NCA-2134、PVC-1220の規定は ASME NCD-3200にそれぞ

れ対応する。PVC-1210は、2014年追補版で追加され、材料及び構造に限らず、製

造 検査に至るまですべて上位クラスの規定に従うことができる。PVC-1220は、告

示 501 からある規定でありクラス 2 容器への Design by Analysis を規定してい

る。 

[参考] 

例として、クラス２容器に対して PVC-1220の特例を適用した場合及び PVC-1210

の特例を適用した場合について、それぞれの準用クラスを整理すると以下の通り

となる。材料及び構造設計をクラス１とするため、溶接部の材料、製造及び検査も

クラス１に従う。 

 
発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（以下「告示 501号」という。）には、

第 41条として「PVC-1220クラス２容器の材料および構造の特例」と同趣旨の規定があ

り、電気工作物の溶接の技術基準には、第 114 条において、告示 501号においてクラス

1容器の規定を適用する場合には、溶接についてもクラス 1容器の規定によらなければ

ならない旨規定されていた。溶接規格 2007年版においても、「N-0070 溶接の特例」に

同様の規定があり、設計・建設規格において、クラス 2容器の特例としてクラス 1容器

を適用した場合には、溶接についてもクラス 1 容器の溶接の規定を適用する旨の規定

がなされている。従って、「PVC-1210 クラス２容器の規定の特例」と「PVC-1220クラ

ス２容器の材料および構造の特例」の規定内容は同じであり、新たな要求事項ではない

ことから妥当と判断する。「PVD 1200 クラス３容器の規定の特例」についても、全ての

規定内容を上位規定に従うよう規定されていることから妥当と判断する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

なし  
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４．２ 材料規格 2020 

４．２．●  JIS G 3136 「建築構造用圧延鋼材」の取り込み 

本規格は、JIS G 3136 「建築構造用圧延鋼材」について、「Part2第 1章表１使用する材

料の規格」等に規定している。 

 

（１）変更の内容（「別表 4.1.● JIS G 3136 「建築構造用圧延鋼材」の取り込みに関す

る規定内容の変更点」参照） 

① SS 材や SM 材の溶接性を向上させた SN 材を SS 材や SM 材が使用可能な部位へ適用

できるように材料規格に取り込んだ。 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①JIS G 3101「一般構造用圧延鋼材」 SS400 及び JIS G 3106 「溶接構造用圧延鋼

材」 SM 材には特別要求事項を設けているが、 JIS G 3136 「建築構造用圧延鋼

材」 SN 材には特別要求事項を設けていないことから材料選定の自由度が広がる。 

 

（３）検討の結果 

①JIS では特別要求事項が設けられていない SN 材を取り込む事で材料選定の自由度が上

がる事を理由に材料規格への取り込みを行っている。許容値を設定した根拠について

日本機械学会は以下のように説明している20。 

 材料規格“添付 1 新規材料採用ガイドライン”に従ってデータを収集した。具

体的なデータは電力中央研究所報告「高い安全性を有する SN材の高温強度特性の

評価」(Q13009) にまとめられている。 

高温下の設計降伏点及び設計引張強さを決定するための手順及び具体的検討結果に

ついて日本機械学会は以下のように説明している2122。 

◆ 原子力専門委員会において SN材の規格化に必要な諸データの確認を実施。 

◆ 原子力専門委員会より上記諸データを材料専門委員会へ提示。 

◆ 材料専門委員会において規格化に必要な高温の Su 値、高温の Sy 値及び高温

の S値を設定。 

◆ 材料規格への SN材取込み改定案を原子力専門委員会、発電用設備規格委員会

において審議。 

・Sy 値について 

SN400B および C 材(板厚 100mm)の Sy 値は、室温から 350℃の温度域で 

SS400や SM400(A、B、C)の Sy 値を下回った。一方、SN400B および C(板厚 

40mm)の Sy 値は、SS400 や SM400(A、B、C)の Sy 値と同程度であった。 SN490B 

および C 材(板厚 40mm、100mm)の Sy 値は、室温から 350℃の温度域で、SM490(A、

 
20 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料
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B、C)の Sy 値を下回った。 

・Su 値について 

 SN400B および C 材(板厚 40mm、100mm)の Su 値は、室温から 350℃の温度

域で、SS400 および SM400(A、B、C)の Su 値を下回った。一方、SN490B および 

C材(板厚 40mm)の Su 値は、100℃以上の高温域で SM490(A、B、C)の Su 値を

上回った。SN490B および C(板厚 100mm)の Su 値は、100℃以上の高温域で 

SM490(A、B、C)の Su 値を下回った。 

・S 値について 

 SN400B および C(板厚 100mm)の S 値は、250℃以下では SS400 および 

SM400(A、B、C)の S 値より高かったが、250℃を超える高温域では SS400 およ

び SM400(A、B、C)よりも低かった。SN400B および C(板厚 40mm)の S 値は、室

温から 350℃までの温度域で、SS400 および SM400(A、B、C)と同等以上であっ

た。SN490B および C(板厚 100mm)の S 値は、350℃で SM490(A、B、C)の値を若

干下回るが、325℃以下の温度域では、SM490(A、B、C)の値より高かった。SN490B

および C(板厚 40mm)の S 値は、室温から 350℃までの温度域で、SM490(A、B、

C)より高かった。 
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市場では一般的に TMCP 材が流通しており、電中研報告は TMCP 材とその他の材の結

果が示されている。しかし許容値に反映されたのはその他の材料の結果を用いている。

TMCP 材をその他の材料と同等としてよい理由について日本機械学会は以下のように説

明している23。 

  TMCP 材のデータを含めて許容値を策定すると通常材の許容値が非保守的に設

定されることから TMCP材のデータは除いたが、TMCP材の強度は通常材より高いこ

とから、策定された許容値を TMCP材に適用することは全く問題ない。 

日本機械学会は、ASME BPVC Section Ⅱ 2013 Part D 及び材料規格 新規材料採用

ガイドラインを参考にし、新規に材料を取り込む際の要求事項について確認し、材料を

取り入れたとしている。SN 材は SS 材及び SM 材と比較し化学成分が厳しく制限されて

おり溶接性も考慮されている。また、機械的性質についても建築用途では使用されない

高温側までデータが示された。 

○ SN材は建築構造用圧延鋼材であるが、JIS G 3136の解説（「3.審議中に特

に問題になった事項」(7)）には、建築用途への使用を限定していない。

しかし、JIS 圧力容器規格に取り込まれていないことから、2020年版にお

いては耐圧部への使用は除くこととし、これを明確にするために S値は適

用除外としてはどうか。 

 

（４）適用に当たっての条件 

（追而） 

 

（５）要望事項 

 （追而）  

 
23 第 2 回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討
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４．２．● JIS G 4052「焼入性を保証した構造用鋼鋼材 SCM435H/ SCM440H/ SCM445H」

の取込み 

本規格は、焼入性を保証した構造用鋼鋼材 SCM435H/SCM440H/SCM445H について、

「Part2第 1章表１ 使用する材料の規格」に規定している。 

 

（１）変更の内容（「別表 4.2.●  焼入性を保証した構造用鋼鋼材に関する

SCM435H/SCM440H/SCM445H の取込みに関する規定内容の変更点」参照） 

①SCM435/SCM440/SCM445 並びに SCM435H/SCM440H/SCM445H は 同様のプロセスで製造さ

れ、熱処理が行われたうえで使用されていること、 JIS G 4053 から JIS G 4052 へ

とマーケットニーズが変化していることを踏まえ、焼入性を保証した構造用鋼鋼材 

SCM435H、 SCM440H 及び SCM445H（JIS G 4052）を取込んだ。 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①マーケットニーズのある JIS G 4052「焼入性を保証した構造用鋼鋼材（H鋼）」を使用

できるとしたことにより、材料調達が容易となる。 

 

（３）検討の結果 

①材料規格 2012年版には、「JIS G 4053 機械構造用合金鋼鋼材クロムモリブデン鋼」の

SCM435、SCM440 及び SCM445（いずれもクロムモリブデン鋼）が規定されており、これ

らと同様のプロセスで製造され熱処理が行われている材料として JIS G 4052 焼入性

を保証した構造用鋼鋼材（Ｈ鋼）の SCM435H、SCM440H 及び SCM445H（いずれもクロム

モリブデン鋼）を取り込んでおり、それらの機械強度等の規格値は、SCM435、SCM440及

び SCM445と同じである。SCM435、SCM440、SCM445と SCM435H、SCM440H、SCM445Hは化

学成分が同じでは無いが、規格値を設定した根拠について、日本機械学会は以下のよう

に説明している24。 

  機械構造用合金鋼鋼材 SCM435(JIS G 4053)並びに焼入性を保証した構造用鋼

鋼材(H鋼) SCM435H(JIS G 4052)はともに熱処理を行ったうえで使用される。 

 SCM435Hは SCM435と比べて化学成分(表 1)に若干の違いはあるものの、SCM435H

に対しては焼入性を保証するために硬さ(JIS G 4052 表 25*1)と結晶粒度(JIS G 

4052 表 3*2)が規定されている。 

 そのため、SCM435Hは質量効果が考慮された一定品質の機械的特性が確保されて

いる。 

 即ち、SCM435Hは、材料特性上は SCM435 と同等であり、材料品質上は SCM435よ

りもむしろ良好と考えられる。そのため、SCM435Hに対して特別要求事項をつけず

に材料規格へ取り込んだ。 

 なお、一般市場においても SCM435から SCM435Hへのマーケットニーズが確実に

変化しているのが実情であり、鋼材メーカでは SCM435で発注を受けても溶解から

 
24 第 1 回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合、資料
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出荷まで SCM435H と同一条件で製造しているとの鋼材メーカからの報告もある。 

 *1 SCM435H の焼入性について、試験片焼入端からの距離に応じて硬さ HRC

の上限及び下限が図と表で示されている。熱処理温度も示されている。 

*2 SCM435H のオーステナイト結晶粒度について、熱処理粒度試験によって求

めた平均粒度番号 5.0以上が示されている。 

 

 SCM440H及び SCM445Hの取込み方法 

 材料規格の“Part 2 材料仕様”‟表 1 使用する材料の規格”において、

SCM430H/445Hは、SCM440/SCM445と同一の機器区分にて使用可能とする。 

 “Part 3 設計応力強さ、許容引張応力、設計降伏点、設計張強さ、縦弾性係

数、線膨張係数及び外圧チャート”における SCM440H/SCM445H の規定は

SCM440/445 と同一とする。 

  焼入性を保証した構造用鋼鋼材(H鋼) SCM435H (JIS G 4052)と同様に焼入

性を保証した構造用鋼鋼材(H鋼) SCM440H/SCM445H (JIS G 4052) の適用検討を

行い、SCM440H/SCM445H を材料規格へ取り込んだ。 

  SCM440/SCM445並びに SCM440H/SCM445Hは同様のプロセスで製造され、熱処

理が行われたうえで使用されている。 

 SCM440H/SCM440 と SCM445H/SCM445 は化学成分に若干の違いはあるものの(表

1)、SCM440H 及び SCM445Hに対しては焼入れ性を保証するために硬さ(JIS G 4052 

表 26、27*1)と結晶粒度(JIS G4052 表 3*2)が規定されている。 

そのため、SCM440H及び SCM445Hは質量効果が考慮された一定品質の機械的特性

が確保されている。 

このような状況を踏まえれば、SCM440H/SCM445H は材料特性上、SCM440/SCM445

と同等であり、材料品質上は SCM440/445 よりもむしろ良好と考えられる。 

なお、JIS G 4053から JIS G 4052へとマーケットニーズは確実に変化しており

鋼材メーカでは、例えば SCM435で受注しても溶解から出荷まで SCM435Hと同一

条件で製造しているとの報告もある。 

*1 SCM440H/445H の焼入性について、試験片焼入端からの距離に応じて硬さ

HRC の上限及び下限が図と表で示されている。熱処理温度も示されている。 

*2 SCM440H/445H のオーステナイト結晶粒度について、熱処理粒度試験によっ

て求めた平均粒度番号 5.0以上が示されている。 
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また、日本機械学会は規格値の設定の根拠について以下のように説明している25。 

JIS G 4052(SCM435H、SCM440H及び SCM445H)と JIS G 4053(SCM435、SCM440及び

SCM445)を比較すると、JIS G 4052には次の要求が付加されている。 

・焼入れ性 

・オーステナイト結晶粒度 

焼入れ性 

• 焼入れ性試験が要求され、試験片焼入端からの距離に対して硬さ(HRC)の上限と

下限が規定されている。 

• 試験方法は JIS G 0561(鋼の焼入性試験方法)による 

 

オーステナイト結晶粒度 

• 結晶粒度試験が要求され、熱処理粒度試験によって求めた平均粒度番号が規定

されている。 

• 試験方法は JIS G 0551(鋼－結晶粒度の顕微鏡試験方法)による 

 

H鋼と H鋼でない材料の高温の Sy値及び Su値のデータは持ち合わせてはいない

が、材料規格では同一の常温最小引張強さ及び常温最小降伏点を要求しており、化

学成分に若干の差異はあるものの焼入れ性の確認と平均粒度番号の規定により、H

鋼は H鋼でない材料と同等以上の機械的性質が保証されていると考えている。 

なお、マーケットニーズは SCM435、SCM440及び SCM445から SCM435H、SCM440H及

び SCM445へ移っており、実際に市場に流通している材料は、焼入れ性が保証され

た H鋼であり、H鋼でないものは注文生産であるとの報告もある。 

 
25 第 2 回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

2-2 
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また、H 鋼と H 鋼でない材料の同等性については JSME に複数の質問が寄せられて

いる。 

 

 

○ 「化学成分に若干の差異はあるものの焼入れ性の確認と平均粒度番号の規

定により H 鋼は H 鋼でない材料と同等以上の機械的性質が保証されている」

とした理由を説明して下さい。 

 

（追而） 

 

（４）適用に当たっての条件 

（追而） 

 

（５）要望事項 

 （追而） 
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４．３ 溶接規格 2020 

（追而） 

 

４．４ 応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮 

（追而） 

 

４．５ 以前の技術評価についての反映状況 

（追而） 

 

５．設計・建設規格 2020等の適用に当たっての条件 

５．１ 設計・建設規格 2020 

５．１．１ 国内外の知見の反映等に関するもの 

（追而） 

 

５．１．２ 解説に関するもの 

（追而） 

 

５．２ 材料規格 2020 

５．２．１ 国内外の知見の反映等に関するもの 

（追而） 

 

５．２．２ 解説に関するもの 

（追而） 

 

５．３ 溶接規格 2020 

５．３．１ 国内外の知見の反映等に関するもの 

（追而） 

 

５．３．２ 解説に関するもの 

（追而） 

 

５．４ 事例規格 2020 

５．４．１ 国内外の知見の反映等に関するもの 

（追而） 

 

５．４．２ 解説に関するもの 

（追而） 

 

６． 過去の技術評価における要望事項 

過去の技術評価において要望事項となっていたものについて、未反映であるものを下表
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に示す。これらについては、今後規格に反映することを要望する。 

 

７． 日本機械学会規格の策定に関する要望事項 

（追而） 
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添付資料－１ 変更点一覧 

１．日本機械学会 設計・建設規格 2020における設計・建設規格 2012からの変更点一覧 

 

変更点の分類： 

① 記載の適正化のための変更（用語の統一、表現の明確化、題目の修正、条項番号の変更、単位換算の見直し、記号の変更） 

② 引用されている法令、規格の引用年版等の変更（年版改正の反映、新たな規格の反映） 

③ 国内外の知見の反映等（国内外における試験研究成果の反映等） 

④ 技術評価対象外 

No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

1 I-1-1 GNR-1122(1) ・JIS規格の年版読み替えの一般化 ② 

2 I-1-2 GNR-1122(2) ・JSME S NB-1の年版の最新化（2012→2012（2013年追補含む）） ③ 

3 I-1-2 GNR-1122(3) ・JSME S NJ-1の年版の最新化（2011→2012（2013年追補含む）） ② 

4 I-1-2 表 GNR-1131-1 ・設計・建設規格の年版の最新化（2012年版→2013 年追補） ① 

 

5 I-3-1 GTN-1120 ・JIS Z 2300(2003)→JIS Z 2300(2009) ② 

6 I-3-1 GTN-2120 ・各機器毎→機器毎 ① 

7 I-3-3 GTN-2212 ・JIS Z 2352(1992)→JIS Z 2352(2010) 

・「4.2 時間軸直線性」→「6.1 時間軸にかかわる性能測定」 

 

・2％以内→±1％以内 

② 

① 

 

③ 

8 I-3-3 GTN-2213 ・JIS Z 2352(1992)→JIS Z 2352(2010) 

・「4.1 増幅直線性」→「6.2 垂直軸にかかわる性能測定」 

② 

① 

9 I-3-6 図 GTN-2253-3 ・図のタイトル中の DAC→DAC(字体変更) ① 

10 I-3-7 GTN-2255(2) ・(図 GTN-2253-3)→(図 GTN-2255-2) ① 

11 I-3-9 GTN-3120 ・各機器毎→機器毎 ① 

12 I-3-10 GTN-3211 ・探傷器→超音波探傷器 ① 

13 I-3-10 GTN-3212 ・探傷器→超音波探傷器 

・JIS Z 2352(1992)→JIS Z 2352(2010) 

① 

② 
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No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

・「4.2 時間軸直線性」→「6.1 時間軸にかかわる性能測定」 

 

・2％以内→±1％以内 

① 

 

③ 

14 I-3-10 GTN-3213 ・探傷器→超音波探傷器 

・JIS Z 2352(1992)→JIS Z 2352(2010) 

・「4.1 増幅直線性」→「6.2 垂直軸にかかわる性能測定」 

・6％以下未満→6％以下 

① 

② 

①  

① 

 

15 I-3-11 GTN-3241(3) ・２倍以上→2倍以上(字体変更) ① 

16 I-3-12 図 GTN-3242-1 ・備考(c) を“寸法の単位は㎜とする”に変更 

・図のタイトルを、“図 GTN-3242-1 鋳造品の場合の標準試験片形状  (接触部の半径が 254mmを超える

場合)“ に変更 

①  

① 

17 I-3-13 図 GTN-3242-2 ・備考(d) ２点鎖線→2点鎖線(字体変更) 

・図のタイトルを、“図 GTN-3242-2 鋳造品の場合の標準試験片形状(接触部の半径が 254㎜以下の場

合)“ に変更 

① 

① 

18 I-3-16 GTN-3253(1) ・…8分の 3スキップであってエコー高さのうち最も高いものをの反射体からのエコー高さを波形表示器

の全目盛…. (表現の適正化) 

① 

19 I-3-16 図 GTN-3253-1 ・「②厚さが 25㎜を超える場合の 1/8Sエコー線」を、実線から点線に変更 ① 

20 I-3-16 図 GTN-3253-2 ・図のタイトル中の DAC→DAC(字体変更) ① 

21 I-3-17 GTN-3261 ・走査→走査速度 

…で行わなければならない。 

① 

22 I-3-17 GTN-4130 ・各機器毎→機器毎 ① 

23 I-3-18 GTN-4140 ・放射線装置→放射線透過試験装置 ① 

24 I-3-18 GTN-4141 ・放射線装置→放射線透過試験用装置 ① 

25 I-3-18 GTN-4143 (1) ・「3.透過度計の・・」→「5.透過度計の・・」 ① 

26 I-3-19 GTN-4153 (2) ・4. 試験方法→6. 試験方法 

・3. 透過度計の・・→5. 透過度計の・・ 

① 

27 I-3-19 GTN-4161 

(4)a. 

・放射線透過装置名→放射線透過試験用装置名 ① 
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No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

28 I-3-21 GTN-4230 ・3. 透過度計の・・→5. 透過度計の・・ ① 

29 I-3-22 GTN-4232(3) ・板厚→透過厚さ ① 

30 I-3-22 GTN-4233(2) ・板厚→透過厚さ ① 

31 I-3-24 GTN-4330(1) ・から逸脱した→を満足しない 

削除した透過写真を無効とし、是正処置を施した後→削除 

① 

32 I-3-24 GTN-4330(2) ・各機器毎→機器毎 ① 

33 I-3-25 GTN-4510 ・各機器毎→機器毎 ① 

34 I-3-26 GTN-5152 ・〈表現を他の試験と整合〉 ① 

35 I-3-28 GTN-5270(2)a. ・ＳＮ比→SN比 ① 

36 I-3-28 GTN-5310 ・各機器毎→機器毎 ① 

37 I-3-28 GTN-6120 ・各機器毎→機器毎 ① 

38 I-3-30 GTN-6210 ・JIS G 0565 (1992)「鉄鋼材料の磁粉探傷試験方法及び磁粉模様の分類」（以下 JIS G 0565 (1992)）

→JIS Z 2320-1(2007)「非破壊試験-磁粉探傷試験-第 1部：一般通則」（以下 JIS    Z2320-1(2007)） 

① 

39 I-3-30 GTN-6230 ・JIS G 0565 (1992)「6. 標準試験片及び対比試験片」→ JIS Z 2320-1 (2007)「9.3 標準試験片及び

対比試験片」 

② 

40 I-3-30 GTN-6240 ・JIS G 0565 (1992)の「6.1 A形標準試験片」→JIS Z 2320-1 (2007)の「9.3.1 A形標準試験片」傷→

きず 

② 

 

41 I-3-31 GTN-6320 ・各機器毎→機器毎 ① 

42 I-3-31 GTN-7120 ・各機器毎→機器毎 ① 

43 I-3-34 GTN-7320 ・各機器毎→機器毎 ① 

44 I-3-34 GTN-8120 ・各機器毎→機器毎 ① 

45 I-3-35 GTN-8152 ・〈表現を他の試験と整合〉 ① 

46 I-3-37 GTN-8310 ・各機器毎→機器毎 ① 

47 I-4-102 表 PVC-3310-

1(3/5) 

・(h)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 

48 I-4-125 図 PVC-4212-

2(2/3) 

・(8)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更し、「溶接部よりの出張りは任意」を

「溶接部よりの出張りの有無は任意」に見直し 

③ 

49 I-4-151 表 PVD-3310-

1(3/5) 

・(i)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 
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No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

50 I-4-163 図 PVD-4112-2 

(2/3) 

・(8)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更し、「溶接部よりの出張りは任意」を

「溶接部よりの出張りの有無は任意」に見直し 

③ 

51 I-4-178 PVE-1220 ・JSME S NE-1の年版の最新化（2003→2011）（正誤表の反映） ② 

52 I-4-212 表 PVE-3410-

1(2/4) 

・(f)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 

53 I-4-231 図 PVE-4213-

2(2/3) 

・(8)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更し、「溶接部よりの出張りは任意」を

「溶接部よりの出張りの有無は任意」に見直し 

③ 

54 I-4-261 図 添付 4-A-2 ・図の引用元の適用年版を ASME Sec.III div.1 Appendices (2001)から ASME Sec.III div.1 Appen-

dices (2008)に変更する。 

③ 

55 I-5-65 表 PPC-3413-

1(2/4) 

・(h)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 

56 I-5-98 図 PPC-4010-

3(2/2) 

・(8)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更し、「溶接部よりの出張りは任意」を

「溶接部よりの出張りの有無は任意」に見直し 

③ 

57 I-5-115 表 PPD-3413-

1(2/4) 

・(h)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 

58 I-5-140 図 PPD-4010-

3(2/3) 

・(8)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更し、「溶接部よりの出張りは任意」を

「溶接部よりの出張りの有無は任意」に見直し 

③ 

59 I-5-165 図 PPH-4010-

3(2/3) 

・(8)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更し、「溶接部よりの出張りは任意」を

「溶接部よりの出張りの有無は任意」に見直し 

③ 

60 I-6-14 表 PMB-3410-

1(3/3) 

・(f)の単位の誤記訂正（全圧力(MPa)→全圧力(N)）（正誤表の反映） ① 

61 I-6-28 表 PMC-3410-

1(2/4) 

・(h)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 

62 I-6-30 表 PMC-3410-

1(4/4) 

・(m) の単位の誤記訂正（全圧力(MPa)→全圧力(N)）（正誤表の反映） ① 

63 I-6-49 表 PMD-3410-

1(2/4) 

・(h)の開先角度を示す寸法線の位置を溶接端からルート部に変更 ③ 

64 I-6-51 表 PMD-3410-

1(4/4) 

・(m)の単位の誤記訂正（全圧力(MPa)→全圧力(N)）（正誤表の反映） ① 
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No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

65 Ⅰ-9-1 CSS-1110 ・CSSは、炉心支持構造物の材料、設計、製造および検査について規定する。（正誤表の反映） ① 

66 I-9-3,4 表 CSS-1400-1 ・ピーク圧力応力 

全断面について平均した一般膜応力、断面に垂直な応力成分（正誤表の反映） 

① 

67 Ⅰ-9-10 CSS-3114(2) 

(3) 

・τ≦1.5（0.6）Sm →τ≦1.5（0.6Sm） 

・τ≦2（0.6）Sm→τ≦2（0.6Sm） 

（正誤表の反映） 

① 

① 

68 Ⅰ-9-11 CSS-3115(2) 

(3) 

・σb≦1.5（1.5）Sy→σb≦1.5（1.5Sy）   

・σb≦2（1.5）Sy→σb≦2（1.5Sy） 

（正誤表の反映） 

① 

① 

69 Ⅰ-9-12 CSS-3117(2) 

(3) 

・τ≦1.5（0.8Sm） τ≦2（0.8Sm） 

（正誤表の反映） 

① 

70 Ⅰ-9-13 表 CSS-3120-1 ・疲れ疲労解析（正誤表の反映） ① 

71 Ⅰ-9-14 CSS-

3121.2(2)a 

・・・MIN[1.2Sy,（8/9）Su]。ここで、・・・ 

（正誤表の反映） 

① 

72 Ⅰ-9-22 図 CSS-3210-2 ・真円に対する偏差を決めるための最大弧長(Arc) 

（正誤表の反映） 

① 

73 Ⅰ-9-25 CSS-3311 ・材料規格 Part3 第 1章 表 1に規定する当該部分の材料・・・（正誤表の反映） ① 

74 Ⅰ-9-26 CSS-3320 ・PVB-3315.1(1)から(3) （正誤表の反映） ① 

 

 

２．日本機械学会 材料規格 2020における材料規格 2012からのからの変更点一覧 

変更点の分類： 

① 記載の適正化のための変更（用語の統一、表現の明確化、題目の修正、条項番号の変更、単位換算の見直し、記号の変更） 

② 引用されている法令、規格の引用年版等の変更（年版改正の反映、新たな規格の反映） 

③ 国内外の知見の反映等（国内外における試験研究成果の反映等） 

④ 技術評価対象外 
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No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

     

 

３．日本機械学会 溶接規格 2020における溶接規格 2012(2013)からの変更点一覧 

変更点の分類： 

① 記載の適正化のための変更（用語の統一、表現の明確化、題目の修正、条項番号の変更、単位換算の見直し、記号の変更） 

② 引用されている法令、規格の引用年版等の変更（年版改正の反映、新たな規格の反映） 

③ 国内外の知見の反映等（国内外における試験研究成果の反映等） 

④ 技術評価対象外 

No. 頁 規定番号 変更内容 分類 

     

 

４．日本機械学会 事例規格 2020における事例規格 2008からの変更点一覧 

変更点の分類： 

① 記載の適正化のための変更（用語の統一、表現の明確化、題目の修正、条項番号の変更、単位換算の見直し、記号の変更） 

② 引用されている法令、規格の引用年版等の変更（年版改正の反映、新たな規格の反映） 

③ 国内外の知見の反映等（国内外における試験研究成果の反映等） 

④ 技術評価対象外 

No. 頁 規定番号 変更内容 分類 
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添付資料－２ 引用規格の変更に関する確認結果 

１．設計・建設規格 2020における関連規格の設計・建設規格 2012からの変更に関する確認結果 

No. 関連規格の名称 規定番号 変更内容 確認結果 

     

 

 

２．材料規格 2020における関連規格の材料規格 2012からの変更に関する確認結果 

No. 関連規格の名称 規定番号 変更内容 確認結果 

     

 

 

３．溶接規格 2020における関連規格の溶接規格 2012(2013)からの変更に関する確認結果 

No. 関連規格の名称 規定番号 変更内容 確認結果 

     

 

 

４．事例規格 2020における関連規格の事例規格 2008からの変更に関する確認結果 

No. 関連規格の名称 規定番号 変更内容 確認結果 
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表 4.1.● クラス１支持構造物に対する曲げ座屈評価式の見直しに関する規定内容の変更点 

設計・建設規格 2020 設計・建設規格 2012 

  

 

 


